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１９４０年９月１７日生まれ　　熊本県山都町出身

Ⅰ　学　歴

　１９６８年１０月　早稲田大学大学院政治学研究科（自治行政専攻）修了

� （政治学修士）

Ⅱ　職　歴

　１９６１年４月　海上保安庁水路部（１９６３年４月退職）

　１９６３年７月　駒込高等学校視聴覚教育担当（１９６６年３月退職）

　１９６８年１１月　財団法人日本都市センター研究員（１９７３年３月退職）

　１９７３年４月　東海大学専任講師（政治経済学部政治学科）

　１９７７年４月　東海大学助教授（政治経済学部政治学科）

　１９７７年７～９月　短期在外研究（南加地域の都市行政実態調査）

　１９８３年７～８月　短期在外研究（ニューヨーク市政府機構の実態調査）

　１９８４年４月～翌８５年３月　長期在外研究

� （ヴァジニア大学レジデンシャル・スカラーとして）

　１９８５年４月　東海大学教授（政治経済学部政治学科）

　１９８８年１０～１１月　財団法人地方自治協会「協働型自治行政に関する調査研究

プロジェクト」により海外（独・英・仏・伊）の実態調査に従事

　２０００年４月　東海大学名誉教授

　２０００年４月　熊本県立大学総合管理学部教授

　２０１０年３月　熊本県立大学総合管理学部教授　退官

Ⅲ　所属学会

　１９６９年４月　日本都市学会（１９９４年１０月まで）

　１９６９年４月　日本行政学会（現在に至る）

（あらき しょうじろう）
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　１９７９年９月　日本政治学会（現在に至る）

　１９８８年１０月　日本地方自治学会（現在に至る）

Ⅳ　社会参加活動状況（主な参加活動）

　１９７３年５月　文部省新学園都市建設等調査会行財政専門部会専門委員

� （１９７４年３月まで）

　１９８０年１０月　秦野市総合計画審議会委員（１９８１年１２月まで）

　１９８５年８月　秦野市行財政調査会委員（１９９１年３月まで）

　１９８５年８月　多摩市行財政運営検討委員会会長（１９８６年１２月まで）

　１９８７年６月　仙台市国際学術交流ゾーン整備計画策定委員会副委員長

� （１９８８年３月まで）

　１９８９年６月　東京都北区議会史編纂調査会副会長（１９９４年３月まで）

　１９８９年６月　平塚市特別土地保有税審議会委員（１９９１年３月まで）

　１９８９年６月　多摩市総合計画審議会委員（１９９１年３月まで）

　１９８９年１０月　平塚市まちづくり委員会委員（１９９２年３月まで）

　１９９３年７月　神奈川県かながわ新観光拠点整備懇話会委員（１９９４年３月まで）

　１９９３年１２月　町田市商工業基本計画策定検討委員会委員（１９９４年１２月まで）

　１９９５年５月　横浜市広報企画審議会委員（２０００年３月まで）

　１９９５年５月　秦野市行財政調査会委員（１９９５年１２月まで）

　１９９５年７月　平塚市行政改革をすすめる懇話会会長（２０００年３月まで）

　１９９５年７月　稲城市行政改革推進委員会副会長（１９９６年３月まで）

　１９９７年７月　秦野市環境基本条例及び環境基本計画検討委員会委員長

� （２０００年３月まで）

　１９９７年９月　神戸市市民安全推進条例（仮称）検討委員会委員

� （１９９７年１１月まで）

　１９９７年１０月　小金井市行政改革市民懇話会委員（２０００年３月まで）

　１９９８年５月　多摩市公民館運営審議会委員（２０００年３月まで）

　１９９８年１２月　都市行政評価研究委員会委員長（２０００年３月まで）
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　２００５年１２月　南阿蘇村庁舎建設等検討委員会委員（２００７年１２月まで）

　２００５年１０月　菊池市総合計画策定審議会会長（２００６年３月まで）

　２００５年４月　熊本市情報公開・個人情報保護審議会副会長（現在に至る）

　２００５年１０月　荒尾市指定管理候補者選定委員会委員（現在に至る）

　２００６年７月　熊本市市民公益活動推進のための基本指針検討委員会委員長

� （２００６年１２月まで）

　２００６年２月　八代市住民自治推進検討委員会会長（２００６年１２月まで）

　２００７年４月　熊本県後期高齢者医療広域連合情報公開及び個人情報保護審査

委員（現在に至る）

　２００７年９月　熊本市自治基本条例検討委員会副会長（２００９年８月まで）

　２００８年５月　天草市市民憲章等審議会会長（２００９年３月まで）

　２００８年７月　熊本市行財政改革推進計画委員会委員長（現在に至る）

　２００９年６月　熊本市新たな公共検討委員会委員長（現在に至る）

　２００９年９月　熊本県新たな協働等に係る指針（仮称）策定懇話会委員長（現

在に至る）

Ⅴ　学会報告

　１９７０年１０月　廃棄物の多様化と処理対策：地方行政の立場から：

　　　　　　　（第２８回日本公衆衛生学会）　於：名古屋大学

　１９７８年６月　都市の規模と自治：デモクラシーの観点から：

　　　　　　　（第２５回日本都市学会）　於：日本都市センター

　１９８５年１１月　場所と人間：ワシントン�．�．の特性について：

　　　　　　　（関東都市学会）　於：青山学院大学

　１９８７年５月　自治体の行政と市民：協働型自治行政をめぐって：

　　　　　　　（昭和６２年度日本行政学会）　於：名古屋大学

　１９８９年１０月　「地方議会の研究」報告に対する討論者として：

　　　　　　　（１９８９年度日本政治学会研究集会）　於：神奈川大学
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　１９９４年１０月　「協働」概念と政治参加　

　　　　　　　（平成６年度日本政治学会研究集会）　於：関西大学

　１９９６年５月　行政の透明性：市民行政スタイルの政策過程

　　　　　　　（平成８年度日本行政学会）　於：山梨学院大学

　１９９８年１０月　地方政府改革：地方政府と民営化

　　　　　　　（韓国地方自治学会）　於：安養市文芸会館国際会議室

　２００３年１１月　基調講演：日本における協働のまちづくり（���������		
�����

�����������	
�����
����������������������）アジア太平洋都市サ

ミット・第５回実務者会議　於：熊本市国際文化会館

Ⅵ　著書等

『広域行政：権力を市民の手に』（仏書共訳書）　鹿島出版会　１９７０年９月

『開かれた市民社会をめざして：ニューローカリズムの提唱』（共編著）

� 創世記　１９７７年６月

『現代のごみ問題：行政編』（共著）　中央法規出版　１９７７年６月

『参加と協働：新しい市民＝行政関係の創造』（単著）　ぎょうせい　１９９０年１０月

『北区議会史』（通史編）（共著）　ぎょうせい　１９９４年３月

『社会福祉における市民参加』共著　東京大学出版会　１９９６年１１月

『新千年紀のパラダイム（上巻）』共著　九州大学出版会　２００４年５月

『熊本学のススメ―地域学入門―』共著　熊本県立大学編集委員会編

　� ２００８年４月

『現代日本政治事典』（内田満編集）　台湾大学出版中心　２００８年５月

『現代政治学事典』（大学教育社編集）　ブレーン出版　１９９８年

『現代政治学の基礎知識』（編集代表　内田満）　有斐閣　１９７５年

『都市問題の基礎知識』（編集代表　伊藤善市）　有斐閣　１９７５年

『国民百科事典』（平凡社編集部編）　平凡社　１９７３年
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Ⅶ　論　文

「近代的清掃事業と地方自治」単著　日本公衆衛生協会『健康ガイド』所収

� １９６９年８月

「都市産業廃棄物と地方行政：都市の環境保全に対する考え方と対策の方向」

単著　環境衛生問題研究会『環境整備特集（７）：都市／産業廃棄物』所収　

１９７０年１１月

「生活環境と都市計画：都市計画の理念にみる生活環境の位置」単著　厚生統

計協会『厚生の指標』所収　１９７１年９月

「都市における公聴機能の内実」単著　日本広報協会『広報』所収　１９７３年６月

「都市開発の理論的一考察」単著　東海大学政治経済学部紀要�所収　１９７４年２月

「ゴミの広域処理問題」単著　有斐閣『ジュリスト』所収　１９７４年１０月

「都市自治の変容と都市開発」単著　東海大学政治経済学部紀要所収　�１９７５年

２月

「戦後日本における都市開発政策の動向と問題点」単著　東海大学政治経済学

部紀要　所収　１９７６年３月

「アメリカ都市自治の理念と実際：南加地域の都市自治を観察して」（上・中・

下）単著　日本地域開発センター『地域開発』所収　１９７８年９�，１０，１１月

号

「都市の規模と自治に関する若干の考察：デモクラシーの観点から」単著　日

本都市学会年報１３号『都市自治をめぐる学際的研究』所収　１９７９年５月

「国と地方の機能分担：その理論的課題と必要性の間」単著　東京市政調査会

『都市問題』所収　１９８１年２月

「分権化をめぐる諸問題」単著　東海大学基礎社会科学研究所『行動科学研究』

第１８号所収　１９８１年３月

「集権と分権の均衡概念を求めて」単著　東海大学基礎社会科学研究所『行動

科学研究』第２０号所収　１９８３年３月

「アメリカ合衆国における『地方の裁量権』の研究」単著　東海大学基礎社会

科学研究所『行動科学研究』第２２号所収　１９８５年３月
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「ワシントン二都物語：首都ワシントンの都市問題」単著　日本地域開発セン

ター『地域開発』所収　１９８５年４月

「公的サービスの共同生産理論モデル：その実際的適用への批判的分析と評価」

単著　行政管理研究センター『季刊　行政管理研究』所収　１９８５年１２月

「ニューヨーク市政府の構造」単著　東海大学基礎社会科学研究所『行動科学

研究』第２３号所収　１９８６年３月

「現代社会における市民エネルギーの社会化」単著　公務職員研修協会『地方

自治職員研修』所収　１９８７年２月

「自治体の行政と市民：その協働システムをめぐって」単著　日本行政学会編

『地方自治の動向』年報行政研究２３所収　１９８７年５月

「行政診断と行政理論の交差」単著　東海大学基礎社会科学研究所『行動科学

研究』第２４号所収　１９８７年７月

「市民と自治体による公的サービスの協働生産」単著　神奈川県自治総合研究

所『季刊自治体学研究』第３６号所収　１９８８年３月

「現代行政とコミュニティ」単著　行政管理研究センター『社会変化とコミュ

ニティ』所収　１９９０年３月

「市民的自由と自治体政府の関係」単著　東海大学政治経済学部『紀要』２１号

１９９０年３月

「大都市圏における広域行政の問題と今後の方向」単著　都市問題研究会『都

市問題研究』所収　１９９０年４月

「広域行政政策における『国と地方』の関係」共著　東京市政調査会『都市問

題』所収　１９９０年４月

「新しい自治の息吹：世界共時性の協働型自治の展開をみて」単著　地方自治

制度研究会『地方自治』所収　１９９１年３月

「公民協働システムの理論的構築に向けて」単著　地方自治協会『公民協働シ

ステムに関する調査研究報告書Ⅰ』所収　１９９１年３月

「広域行政：経緯と展開」単著　日本地域開発センター『地域開発』所収　１９９１

年９月
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「市民参加、相互協力の方向性と将来展望：公民協働の発展に向けて」単著　

地方自治協会『公民協働システムに関する調査研究報告書Ⅱ』所収　１９９２

年３月

「新しい広域行政システムの方向と課題」単著　行政管理研究センター『広域

行政の構想と動態』所収　１９９２年３月

「新しい市民＝行政関係の創造：パートナーシップの自治体行政学」単著　自

治大学校編『月刊自治フォーラム』４０１号所収　１９９３年２月

「自治体にとってボランティアとは」単著　東京都職員研修所『ボランティア

を考える（理論編）』所収　１９９３年３月

「地域の政策形成と自治のコスト論」単著　地方自治協会『地方自治の窓』所

収　１９９３年９月

「政策課題としての地方分権」単著　山梨学院大学行政研究センター編『地方

分権と自治体改革の課題』（第一法規）所収　１９９５年３月

「自治行政における公民協働論」単著　東海大学政治経済学部『紀要』第２８号

所収　１９９６年９月

「現代都市の相互補完行政を考える」単著　全国市長会『都市と交流：分権の

時代における連携協力の方向』所収　１９９６年１０月

「市民参加の発展形態：第二世代の参加論としての公民協働論」単著　東京大学

出版会『社会福祉における市民参加』（社会保障研究所編）所収　１９９７年１月

「協働型都市経営の条件と戦略」単著　全国市長会『２１世紀の都市経営：分権・

行革の中で』所収　１９９７年１０月

「協働型地域づくり：地域づくりにおけるパートナーシップ―共有と補完性に

支えられて―」単著　千葉県自治センター『クリエイティブ房総』（第４４

号）所収　１９９８年７月

「地方政府の民営化：自治行政のパラダイム転換」単著　韓国地方自治学会編

『地方政府改革』所収　１９９８年１０月

「わが国の新しいガバナンスと行政評価の役割」単著　����『政策研究』

（����������	）所収　２０００年２月
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「参加と協働の創造～自治体行政に見る協働化の必然性～」単著　全国市長会

『市政』所収　２００１年１月

「参加と協働の創造～『協働型自治行政』の理念と仕組みを考える～」単著　

全国市長会『市政』所収　２００１年２月

「参加と協働の創造～市政における『協働政策』の必要とその推進～」単著　

全国市長会『市政』所収　２００１年３月

「ルーサー・ギューリックと日本都市センターを結ぶもの」単著　日本都市セ

ンター研究機関誌『都市とガバナンス』（第２号）所収　２００１年３月

「ローカルガバナンスと政策（行政）評価」共著　自治研中央推進委員会『月

刊自治研』（����������	
�）所収　２００１年７月

「協働型自治行政の理論枠組みに関する研究」単著　熊本県立大学総合管理学

会『アドミニストレーション』（第８巻１・２合併号）所収　２００１年９月

「住民と行政とが補完し合う広報広聴という媒介機能」単著　日本広報協会

『広報』（通巻第５９６号）所収　２００２年１月

「『ガバナンス』と行政（政策）評価」共著　あまがさき未来協会『���������』

（第１６巻２号）所収　２００２年３月

「広がる自治の担い手、変わる行政の役割」単著　第６３回全国都市問題会議編

『ボランティアとまちづくり―市民と行政の協働と市民自治の新展開―』

所収　２００２年１１月

「『���等との協働システムの構築に関する調査研究』における研究総括」単

著　平成１４年度熊本県立大学地域貢献研究事業報告書所収　２００３年３月

「シャーロッツヴィル市における総合計画策定過程～市民と行政の協働による

計画策定過程の分析～」単著　熊本県立大学総合管理学会『アドミニスト

レーション』（第１０巻３・４合併号）所収　２００４年３月

「デモクラシーと効率性～協働型自治行政を通して考える～」単著　『新千年

紀のパラダイム―アドミニストレーション―』（上巻）所収　２００４年５月

「市町村における行政運営の効率化に関する調査研究：自治行政学からのアプ

ローチ～運営機構面からみる市町村行政の効率化～」単著　平成１３・１４・
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１５年度の３カ年にわたる熊本県立大学地域貢献研究事業報告書所収　２００４

年７月

テキスト「地方自治の基礎」単著　荒木（昭）研究室　２００６年１０月

テキスト「住民と行政の協働」単著　熊本県立大学『熊本学のススメ―地域学

入門―』所収　２００８年４月

「過疎地域における『新たな公』による地域振興策の調査研究総括」単著　平

成２０年度熊本県立大学地域貢献研究事業報告書所収　２００９年３月

「自治効率論序説―自治行政の基礎概念を求めて―」単著　熊本県立大学総合

管理学会『アドミニストレーション』（第１６巻３・４合併号）所収　２０１０年

３月

Ⅷ　その他（自治体の行財政診断を中心にして）

『大田原市行政診断報告書』共著　日本都市センター　１９８７年２月

『川越市行政組織診断報告書』共著　日本都市センター　１９８８年３月

『津市行財政健全運営基本計画に関わる調査研究報告書』共著　日本都市セン

ター　１９８９年３月

『都市の行政委員会等に関する調査研究報告書』共著　日本都市センター

� １９９０年３月

「中邨章『アメリカの地方自治』（学陽書房１９９１）の書評」単著　日本行政学会

編『新保守主義下の行政』所収　１９９３年５月

『小金井市行政診断：市民と行政のパートナーシップを目指して』共著　日本

都市センター　１９９５年２月

　ほかに、旭川市、釧路市、所沢市、福井市、豊中市、山口市、都城市などの

行政診断を行う。

Ⅸ　非常勤講師など

慶應義塾大学総合政策学部非常勤講師

荒木昭次郎教授略歴 ix



東京医科大学非常勤講師

桐蔭学園横浜大学法学部非常勤講師

茨城大学非常勤講師

熊本学園大学非常勤講師　

東京都職員研修所講師及び東京都市町村職員研修所講師

全国市町村職員中央研修所（アカデミー）講師

人事院公務員研修所講師など

Ⅹ　その他（シンポジウムなどのコーディネーターやパネラーとして）

　�　２００７年６月１６日

『新しいまちの形：今、まちの元気を取り戻せ！』のパネルディスカッ

ションにおけるコーディネーターとして

（主催：社団法人日本青年会議所九州地区　第４０回熊本ブロック会員大

会記念事業）

� 於：宇土市民会館大ホール

　�　２００７年１１月１１日

『自立と協働のまちづくりシンポジウム』におけるパネラーとして

（主催：鹿児島県出水市・�自治総合センター、後援　総務省）

� 於：出水市音楽ホール

　�　２００９年１０月１０日

『中山間地域フォーラム����くまもと：守り・活かし・地域をつくる』

のパネルディスカッションにおけるコーディネーターとして

（主催：中山間地域フォーラム・熊本県立大学　共催：熊本県　後援：

九州農政局・九州地方環境事務所・熊本市・全国水源の里連絡協議会）

� 於：熊本県立大学大ホール

�
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